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  2019年 8月 22日、韓国政府は、2006年 11月 23日に締結された日韓秘密軍事情報保護
協定の終了を決定し、翌 23 日に日本政府にそれを伝達した。これにより同協定は 2019年
11月 23日に失効するはずであったが、前日の 22日に韓国政府が「終了通知の効力停止」
を発表し、23日以後も同協定は維持されることになった。 





  日韓秘密軍事情報保護協定のみならず、一般に秘密軍事情報保護協定（General Security of 





  2007年の日米 GSOMIAの場合、軍事秘密情報をアメリカでの区分「Top Secret」に日本
の区分「機密／防衛秘密(機密)」を、「Secret」に「極秘／防衛秘密」を、「Confidential」
に「秘」を当てはめ、それぞれの国の国内法規に基づいて取り扱うよう定めている。1987




合、韓国の「軍事 2 級秘密」は日本の「極秘／特定秘密」、「軍事 3 級秘密」は「秘」と
定められている。韓国の「軍事 1 級秘密」、日本の「機密」に関する条項はないが、韓国





フランス、イギリスなど都合 7カ国、1国際機構と GSOMIAを締結している 1。これは日
本がアメリカおよびアメリカと軍事的関係の強い国々を対象にGSOMIA締結を進めてきた
ことを示している。 




際機構と実質上の GSOMIAを締結している 3。 




論されるようになった。2011 年 1 月 10 日にソウルで北澤防衛大臣と金寛鎮国防部長官が
会談した際、防衛当局間で情報保護協定に関して意見交換を進めることで一致し 4、野田内




報共有に関する防衛当局間取決め」（TISA5）が締結された。TISA は GSOMIA のない日
韓が、すでに日本と韓国のそれぞれと GSOMIAを締結しているアメリカを通じて軍事秘密
情報を共有する仕組みを作るという取り決めであった。 
  2015年 12月 28日に安倍政権と朴槿恵政権の間で慰安婦合意がなされるなど、政府間で
関係改善が進む勢いのなか、2016年 11月 23日、日韓の GSOMIAも締結された。しかし、
韓国内では朴槿恵大統領のスキャンダルが大きな問題になり、12月 9日には大統領権限の











  最初に公の場で GSOMIA再検討の問題を持ち出したのは、外交官出身の鄭義溶国家安保




味も重要である。慎重にならなければならない」と発言した 8。しかし、鄭義溶は 8月 6日、
国会運営委員会で「GSOMIAでなくても韓米日 3国情報協定（TISA）がある」と発言し、
GSOMIA破棄の意欲を見せた 9。 













  韓国政府の GSOMIA 破棄決定に対して、すぐにアメリカのポンペオ国務長官が「失望」を
表明し、国防総省のイーストバーン報道官も「強い憂慮と失望（strong concern and 
disappointment）」を表明した 11。議会からもエンゲル下院外交委員会委員長などが「ソウル
の決定が地域安全保障を損なう」と発言するなど、GSOMIA破棄を批判する動きが見られた 12。 




































  韓国政府は GSOMIA破棄を撤回する条件として、「韓日の間で輸出管理政策に関する対









  なお、2016 年の GSOMIA 締結後に日韓の間で交換された軍事秘密情報は北朝鮮核兵器
およびミサイルに関するものであり、2019年 8月 16日現在で計 29件（2016年に 1件、










U.S. Secretary of Defense, U.S. Secretary of Defense Dr. Mark T. Esper meets with Korean 
Minister of Defense Jeong Jyeong-doo in Seoul, Republic of Korea, Aug. 9, 2019. (DoD photo by 



















アメリカ（2007年 8月 10日）、NATO（2010年 6月 25日）、フランス（2011年 10月
24日）、オーストラリア（2012年 5月 17日）、イギリス（2013年 7月 4日）、インド（2015
年 12月 12日）、イタリア（2016年 3月 19日）、韓国（2016年 11月 23日）。 
2 韓国が政府間協定によって GSOMIA を締結している 22 カ国は下記のとおり（かっこ内
は締結日）。アメリカ（1987年 9月 24日）、カナダ（1999年 7月 5日）、フランス（2000
年 3月 6日）、ロシア（2001年 2月 26日）、ウクライナ（2003年 4月 11日）、スペイ
ン（2009年 3月 23日）、オーストラリア（同 5月 30日）、イギリス（同 7月 9日）、ス
ウェーデン（同 7月 13日）、ポーランド（同 9月 30日）、ブルガリア（同 10月 27日）、
ウズベキスタン（2012年 9月 20日）、ニュージーランド（同 11月 29日）、ギリシャ（2013
年 12月 3日）、インド（2014年 1月 16日）、ルーマニア（2015年 3月 26日）、フィリ
ピン（同 9月 14日）、ハンガリー（同 12月 3日）、ヨルダン（2016年 5月 30日）、日





つの政府間協定の形で GSOMIAを締結しているわけではないが、2013年 10月 12日に締
結した国防分野協力協定の条項に軍事秘密の取り扱いに関する条項があり、同協定は 2018
年 9月 7日に発効した。この発効をもって韓国ではインドネシアは政府間協定の GSOMIA
が締結されている国として分類されている（『東亜日報』ウェブサイト 2019年 8月 8日）。 
4 防衛省「日韓防衛相会談の結果概要」2011年 1月 10日。 
5  協定の正式名称は下記のとおり。  “ Trilateral Information Sharing Arrangement 
Concerning the Nuclear and Missile Threats Posed by North Korea Among the Ministry of 
National Defense of the Republic of Korea, The Ministry of Defense of Japan, and the 
Department of Defense of the United States of America,” 日本名「北朝鮮による核およびミ
サイルの脅威に関する日本国防衛省、大韓民国国防部およびアメリカ合衆国国防省の間の
三者間情報共有取決め」。 
6 『ヘラルド経済』ウェブサイト 2016年 12月 15日。 
7 『朝鮮日報』ウェブサイト 2019年 7月 18日。 
8 『ハンギョレ新聞』2019年 8月 2日。 
9 『京郷新聞』2019年 8月 7日。 
10 『ソウル新聞』ウェブサイト 2019年 8月 4日。 
11 VOAウェブサイト 2019年 8月 23日。 




13 2019年 8月 28日発聯合ニュース。 
14 Department of Defense, "Indo-Pacific Strategy Report: Preparedness, Partnerships, and 
Promoting a Networked Region," 2019年 6月 1日、45ページ。 
15 2019年 11月 4日発聯合ニュース。 
16 『ソウル新聞』2019年 11月 15日。 
17 『韓国経済新聞』ウェブサイト 2019年 11月 15日。 
18 『日本経済新聞』ウェブサイト 2019年 11月 13日。 
19 『韓国経済新聞』ウェブサイト 2019年 11月 15日。 
20 「GISOMIA関連金有根NSC事務処長ブリーフィング」青瓦台ウェブサイト 2019年 11
月 22日。 
21 「GISOMIA関連金有根NSC事務処長ブリーフィング」青瓦台ウェブサイト 2019年 11
月 22日。 







韓国の鄭景斗国防部長官とアメリカのエスパー国防長官（2019年 8月 9日） 
